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この国連動産売買条約は，契約の解除の要件について， r重大な契約違反(fundamental breach of contract) J の
みを要求し，契約不履行の相手方の帰責事由を要しないとしている。これに反して，わが国の契約解除においては，
従来は，契約を解除するには，契約不履行を行った債務者の帰責事由を必要とすると解されてきた。しかし，本論文
で山田氏は，わが国の契約解除の場合にも帰責事由を必要としない解除が多く認められており，様々な学説を検討
した上で，解除一般について，帰責事由の要件は必要でないことを論証している。
解除に帰責事由を必要としないとすると，履行不能の場合の危険負担との関係が問題となるが，この点についても，
山田氏は，危険負担と解除とは両立する関係にあり，両者が競合する場合には，解除が優先することによって問題の
解決が図れることを論証している o
本論文は，国連売買条約の成立過程で議論された様々な意見を丹念にフォローするとともに，大陸法としてのドイ
ツ法， フランス法と英米法とを比較検討しわが国の解釈論を子細に検討しつつ，自らの理論を展開するという意欲
的かっ創造的な研究であり，わが国の解釈学にとっても，寄与するところが大きい。
この論文は，山田氏が，独立した研究者として民法学に寄与することのできる能力を有していることを十分に示し
ており，博士号の授与に値すると判断した。
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